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神奈川県知事のほか政令指定都市、中核市、地方自治法に基づき事務を移譲した市町村
の⾧に許可の権限があります。
 横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市:当該市⾧が許可
 鎌倉市:土石の堆積以外、当該市⾧が許可
 藤沢市、小田原市:開発許可によるみなし許可扱いとなったものの中間検査、定期報

告を行う
 記載のない本県の市町村:神奈川知事が許可

（令和７年４月時点）

政令指定都市 横浜市、川崎市、相模原市

中 核 市 横須賀市

事務処理市
(土石の堆積以外の事務を移譲)

鎌倉市

事務処理市
開発許可によるみなし許可となったものの

中間検査・定期報告のみ移譲
藤沢市、小田原市

１ 神奈川県内における許可権者 ※県所管窓口は後日公表
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１ 神奈川県内における許可権者 ※県所管窓口は後日公表

＜※神奈川県権限の市町村＞
平塚市、茅ケ崎市、逗子市、三浦市、
秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、
海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市、
葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、
中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、
箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村
鎌倉市（土石の堆積）
藤沢市・小田原市（開発許可のみなし許可関係）

※ 従来の窓口から変更がありますので、ご注意ください。

三浦市

葉山町

逗子市二宮町

伊勢原市

寒川町

大磯町

海老名市

綾瀬市

座間市

南足柄市

松田町

山北町

大井町 中井町

真鶴町

箱根町

湯河原町

藤沢市

横浜市

相模原市 川崎市

清川村

鎌倉市

厚木市

小田原市

茅ケ崎市

平塚市

大和市

横須賀市

開成町

秦野市

愛川町

:政令指定都市・中核市権限（法定権限）

:市権限（土石の堆積以外）…鎌倉市

:市権限（開発許可によるみなし許可）
… 藤沢市・小田原市

:神奈川県権限
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２ 許可申請から工事完了までの流れ
①許可申請前

②許可申請・許可

●土地所有者等の全員の同意
●周辺住民への事前周知

●許可基準への適合
・災害防止のための安全基準に適合すること
・必要な資力・信用を有すること
・工事施行者が必要な能力を有すること
・土地の所有者等全員の同意を得ていること
●県知事等の許可
県知事等は、工事主の氏名、盛土等が行われる土地の
所在地等を公表

●現場に標識の掲示
●定期報告※
●中間検査※

●実施状況報告
●完了検査（宅地造成、特定盛土等）
●除却の確認（土石の堆積）

③工事着手

④工事完了

※一定規模以上の盛土等が対象

※都市計画法に基づく開発許可の対象工事の場合、盛土規制法に基づく手続きは、
上記の標識の掲示、定期報告、中間検査を除いて不要となる。 5



【参考】県所管区域における主な手続き
手続きの種類 根拠法令等

許
可
申
請
・
届
出

当
初

宅地造成等に関する工事の許可（宅地造成等工事規制区域内で、宅地造成等に関する工事を行う場合） 法第12条第1項

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可（特定盛土等規制区域内で、宅地造成等に関する大規模な工事を行う場合） 法第30条第1項

変
更

宅地造成等に関する工事計画の変更許可（法第12条第1項の許可を受けた工事の変更を行う場合） 法第16条第1項

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事計画の変更許可（法第30条第1項の許可を受けた工事の変更を行う場合） 法第35条第1項

宅地造成等に関する工事計画の軽微な変更の届出（法第12条第1項の許可を受けた工事の軽微な変更を行う場合） 法第16条第2項

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事計画の軽微な変更の届出（法第30条第1項の許可を受けた工事の軽微な変更を行う場合） 法第35条第2項

着手届 許可工事に着手したことの届出 細則に規定

標識の掲示 標識の掲示 法第49条

工事等の届出

工事等の届出（宅地造成等工事規制区域の指定の際、宅地造成等に関する工事を行っている場合） 法第21条第1項

工事等の届出（宅地造成等工事規制区域内で、高さ2ｍ超の擁壁、排水施設等の全部又は一部の除去工事をする場合） 法第21条第3項

工事等の届出（宅地造成等工事規制区域内で、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した場合） 法第21条第4項

工事等の届出（特定盛土等規制区域の指定の際、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を行っている場合） 法第40条第1項

工事等の届出（特定盛土等規制区域内で、高さ2ｍ超の擁壁、排水施設等の全部又は一部の除去工事をする場合） 法第40条第3項

工事等の届出（特定盛土等規制区域内で、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した場合） 法第40条第4項

実施状況報告 写真等により施行状況を報告 細則に規定

中間検査
宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査（法第12条第1項の許可を受けた工事の中間検査を申請する場合） 法第18条第1項

特定盛土等に関する工事の中間検査（法第30条第1項の許可を受けた工事の中間検査を申請する場合） 法第37条第1項

定期報告
宅地造成等に関する工事の定期報告（法第12条第1項の許可を受けた工事の定期報告をする場合） 法第19条第1項

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の定期報告（法第30条第1項の許可を受けた工事の定期報告をする場合） 法第38条第1項

廃止届 許可工事を廃止したことの届出 細則に規定

完了検査

宅地造成又は特定盛土等に関する工事完了の検査（法第12条第1項の許可を受けた宅地造成等の工事の完了検査を申請する場合） 法第17条第1項

特定盛土等に関する工事完了の検査（法第30条第1項の許可を受けた宅地造成等の工事の完了検査を申請する場合） 法第36条第1項

土石の堆積に関する工事の確認
（法第12条第1項の許可を受けた土石の堆積の除却の完了確認を申請する場合） 法第17条第4項

（法第30条第1項の許可を受けた土石の堆積の除却の完了確認を申請する場合） 法第36条第4項
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３ 申請手数料
許可申請、変更許可申請、中間検査申請を行う際は、手数料が必要となります。
（宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例に規定）

○法第１２条第１項及び法第３０条第１項の許可申請 （工事の許可の申請）
○法第１６条第１項及び法第３５条第１項の変更許可申請（工事の変更許可の申請）
○法第１８条第１項及び法第３７条第１項の中間検査申請（中間検査の申請）

※変更許可申請手数料については、変更内容により金額が変動します。
※ 詳しくは、県砂防課のホームページをご覧ください。
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jy2/morido/moridounyou.html

区分 許可申請手数料
(宅地造成・特定盛土等)

許可申請手数料
(土石の堆積)

中間検査申請手数料
(宅地造成・特定盛土等のみ)

500㎡以内 16,000 11,000 3,100

500㎡超1,000㎡以内 28,000 14,000 3,100

1,000㎡超2,000㎡以内 40,000 16,000 3,100

2,000㎡超3,000㎡以内 59,000 20,000 3,100

3,000㎡超5,000㎡以内 68,000 29,000 6,200

5,000㎡超10,000㎡以内 93,000 32,000 6,200

10,000㎡超20,000㎡以内 149,000 39,000 6,200

20,000㎡超40,000㎡以内 229,000 54,000 12,400

40,000㎡超70,000㎡以内 360,000 74,000 24,800

70,000㎡超100,000㎡以内 509,000 111,000 43,400

100,000㎡超 658,000 136,000 62,100
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４ 盛土規制法運用開始前後の開発許可等の取扱い

旧宅造法規制区域外 盛土規制法規制区域内

21日以内

【凡例】
新法の対象となる工事
新法に基づく手続き
旧法・都計法に基づく手続き
旧法・都計法に基づかない手続き

旧宅造法規制区域内 盛土規制法規制区域内

▲届出の提出は令和７年４月22日までに必要

開
発
許
可

(

都
計
法)

届
出

許
可

着
手

申
請

完
了
検
査

着
手

注意:基準日前の開発許可でも着手が4月1日以降の場合は、改めて新法に
基づく許可手続き必要

新法許可まで着工不可

旧
宅
造
法

の
許
可

許
可

申
請 着

手

開
発
許
可

(

都
計
法) 新

法
申
請

新
法

許
可

着

手

完
了

検
査

完
了

検
査

申
請

許
可

完
了
検
査

※ 詳しくは、県砂防課のホームページをご覧ください。
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jy2/morido/moridounyou.html

令和７年４月１日（基準日）
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５ 盛土規制法運用開始前後の県土砂条例の取扱い

▲届出は、令和７年４月22日までに提出が必要

【凡例】
盛土規制法に基づく手続き
県土砂条例に基づく手続き

■令和７年３月31日までに許可を受け、工事着手（※）している場合は、
盛土規制法に基づく「工事等の届出」の提出が必要 (21日以内)
なお、経過措置により引続き土砂条例が適用 ⇒技術基準の遵守、定期報告等の手続きが必要

（※）工事現場において設計図書と照合して行う最初の土地の形質変更
（根切り工事、くい打ち工事等）又は土石の堆積を行うこと。

許
可

運
用
開
始
前

に
工
事
着
手

■令和７年３月31日までに工事未着手（※）の場合は、盛土規制法による許可が必要

許
可

許
可
申
請
の
効
力

が
な
く
な
る
。

許
可
申
請

運
用
開
始
後

に
工
事
着
手

（※）

届
出

工
事
着
手 21日以内

許
可
申
請

許
可
申
請

令和７年４月１日（基準日）
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６ 県砂防課ホームページのご案内

■ 県砂防課ホームページ
「神奈川県の盛土規制法に基づく規制について」
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jy2/morido/moridounyou.html

※本日の説明会資料についても、ホームページで公表予定です。
※随時内容を更新してまいります。
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